
 

【評価調書様式１】 

投資事業評価調書（新規）  
部課室名 

県土整備部土木局 

砂防課 

記入責任者職氏名 

（担当者氏名） 
砂防課長 中野光雄  
（ 主幹 森下秀吾 ） 

内線 
4459 

(4467)  
事業 
種目 

事業名 事業区間 総事業費 
内用地 
補償費 

着手予定 
年度 

完了予定 
年度 

砂防 
事業 

通常砂防事業 

上ノ
う え の

谷
たに

川 

宍粟市 

山崎町
やまさきちょう

加生
かしょう

 
2.5 億円 0.1 億円 

令和 2 

(2020)年 

令和 4 

(2022)年 

事 業 目 的 事 業 内 容 

当渓流は、土石流発生の危険性が高いことから、土石流危

険渓流となっており、保全対象は人家 107 戸、県道（緊急輸

送道路）、避難所となっている高等学校及び公民館等がある。 

そのため、地域の人命・財産を守り、安全・安心な暮らし

を支えるために、「第３次山地防災・土砂災害対策計画(H30

～R5)」に基づき、砂防事業を実施する。 
 

堰堤工 １基 

（高さ 13.0m，延長 70.0m） 
［負担割合］ 

国・県：各 50％ 

評価視点 評価結果の説明 

(1)必要性 

 

 

 

 

 

① 土石流の発生の恐れのある渓流において地形、勾配等により家屋被害を発生させる土
石等が到達する範囲として、土砂災害警戒区域に指定されている。 

② 区域内には人家107戸や県道（緊急輸送道路）、避難所等が存在している。 

③ 渓流内は転石や倒木等が多く、流域の荒廃が著しい。 

④ 今後の降雨で土石流の発生により、直下に存在する人家等に甚大な被害の恐れ
がある。 

(2)有効性 

・効率性 

 
 
(執行環境状況) 

① 堰堤整備により、土石流・流木を捕捉し地域の安全・安心な暮らしの確保に大きな

効果がある。 

② 堰堤整備により、警戒避難体制の整備と合わせ、ハード・ソフト両面からの防災

機能の向上が図れる。 

③ 用地や工事に対する地元の理解が得られており、地元からの要望もある。 

(3)環境適合性 

 

① 地山の改変を最小限にとどめ、掘削法面については緑化を図るなど環境保全に努

める。 

 

 

(4)優先性 ① 近年、局地的豪雨が増加していることに加え、昨年の7月豪雨により斜面崩壊が
発生している。 

② 保全対象の県道宍粟下徳久線には緊急輸送道路の位置づけがあり、南海トラフ地
震の今後30年以内の発生確率が70～80％であることからも災害時における物資
供給等の緊急車両の通行を確保するために、早期整備が必要である。 

【事後評価】 

対象・対象外 ただし事業完了後、5年以内に災害等の発生により必要と判断したとき。 
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砂防関係事業 （一）揖保川水系 上ノ谷川 通常砂防事業

事業概要

目 的

土石流から地域の人命・財産を守り、
安全・安心な暮らしを支える。

N

凡 例

事業実施箇所

土砂災害警戒区域

保全人家等

堰堤工

山崎高等学校（避難所）

流域面積A=0.06k㎡

加生自治会館（避難所）

①

④
③

⑥

②

⑤

位置図

構造図

堰堤工

H=13.0m、L=70.0m

上ノ谷川

山崎高等学校

宍粟事業所

宍粟市役所

山崎ＩＣ

N

事業箇所 ：宍粟市山崎町加生
総事業費 ：2.5億円
内用地補償費 ：0.1億円
事業期間 ：R2～R4
事業概要 ： 堰堤工 1基

（高さ13.0m、延長70.0m）

事業箇所

工程表

R2 R3 R4

調査・設計

用地補償

工事

工種
年度

：土石流および流木を
捕捉するポケットエリア
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⑤加生自治会館（避難所）

③県道宍粟下徳久線②保全対象人家（谷出口より）

④山崎高等学校（避難所） ⑥渓流荒廃状況

至 山崎町

至 佐用町

H30.7豪雨による崩壊

事業の必要性・優先性

①土石流が発生した場合に、家屋被害を発生させる土石等が到達する範囲として、
土砂災害警戒区域（Y区域）に指定されている。

②Y区域内には人家107戸や県道(緊急輸送道路)、避難所が存在している。
③H30年7月豪雨による斜面崩壊が発生しており、流域の荒廃が著しい。
④今後の降雨で土石流の発生により、直下に存在する人家等に甚大な被害の恐れ
がある。

現況写真

①全景

保全
対象

・人家107戸
・県道宍粟下徳久線

（緊急輸送道路）（292m）
・山崎高等学校（避難所）
・加生自治会館（避難所）
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（１）費用対効果に含まれない効果

（２）地域からの要望状況等

要望状況等
・用地や工事に対する地元の理解が得られている。
・地元からの整備要望がある。

事業の有効性・効率性

評価の視点 効果項目 該当する事業内容等

社会経済活動等の安定

人家被害等の軽減 ○ 保全対象人家１０７戸への被害を解消

道路、鉄道等の交通途絶によ
る波及被害の軽減

○
緊急輸送道路である県道宍粟下徳久線の交
通途絶を解消

医療・社会福祉施設、防災拠点
施設、文化施設等の被害の軽
減

○
避難所である山崎高等学校や加生自治会館
への被害を解消

ライフラインの停止による波及
被害の軽減

○
電力、ガス、水道等の供給停止に伴う周辺地
域を含めた波及被害を解消

災害廃棄物の発生の軽減 ○ 災害廃棄物の処理を軽減

土砂災害に対する不安
の軽減

安心感向上 ○ 土砂災害に対する地域住民の不安感を抑制

砂防－21


